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2013 年８月 15 日付で国際連合食糧農業機
関（FAO）日本事務所に赴任致しました。 

私はコンゴ民主共和国の出身ですが、あり
がたいことに、これまで実際に戦争や内紛、
殺し合いを見たという体験はありません。そ
の後、当時の文部省からの奨学金により、名
古屋大学大学院国際開発研究科に留学させて
頂き、約 16 年前より FAO ローマ本部およ
びニューヨーク事務所に勤務して参りまし
た。したがって、途上国のみならず、先進国
の事情、そして国連の考え方・行動等も多少
は理解しているつもりです。　

先般、2014 International Year of Family 
Farming （IYFF：国際家族農業年）開始のイ
ベントがありました。このFamily Farming につ
いては多種多様な文献でよくご承知と存じま
す。私は子供の頃実家の農作業の手伝いをし、
この家族経営型農作業の重要性については、
身を持って体験して参りました。家族が皆一
緒に働き、長い時間を共有することで家族の
絆が強まり、さらにその間に、世代間で農業
および関連活動の知識・情報も伝達されます。
また、近隣の家族・集落の人々とも協力して
作業を行うことも多く、自分達が知らない作
物・品種について学んだり、それらの種を譲
り受けて栽培したりすることで、農作物につ
いての知識が深まるだけでなく、広く生物多

様性の重要性についての認識を高め、その維
持にも役立ちました。そして家族の場合と同
様に、この様な協働作業を通じて近隣コミュ
ニティーとの良好な関係が築かれ、強化され
てくるのを体感してきました。正直なところ、
当時は決して好きではない手伝いでしたが、
振り返って今は手伝いをさせた親に感謝して
います。

去る６月に横浜で開催された第５回アフリ
カ開発会議（Tokyo International Conference 
on African Development, TICAD V）では、

『「横浜宣言 2013」躍動のアフリカと手を携え
て』、や TICAD V 横浜行動計画が採択され
ました。それらの中でも、農業・関連インフ
ラの整備・人材育成の重要性が謳われており
ます。

FAO は国連専門機関として、世界の飢餓
撲滅 を目的として活動しております。その
ための持続的な農業生産には日本の協力が不
可欠であり、とくに日本の農業・関連産業の
知識・研究・経験、そしてその人材育成等、
現在の開発途上国にとってまだまだ参考にな
る分野は沢山あります。日本からのご支援を
頂いての最新のプロジェクトでは、まさにこ
の点での日本と開発途上国間の連携強化を目
的としております。この意味でも、これまで
に築き上げられてきた日本との協力・絆をさ
らに強化していくこと、そのための橋渡しが
自身の役割だと考えておりますので、何卒宜
しくお願い致します。

FAO日本事務所新所長として
－ご挨拶－

BOLIKO, Mbuli Charles: Greetings from New 
Director of FAO Liaison Office in Japan

巻 頭 言

FAO 日本事務所

ムブリ・チャールズ・ボリコ
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特集：再生可能エネルギーと農村の活性化

安藤孝之 *、アルフレド・サマリパ **



はじめに

ジャトロファ（Jatropha curcas  L.）は、
乾燥に強くやせた土地でも育つバイオディー
ゼル原料作物として、2000 年代半ば頃から
企業によるプランテーションや政府による家
族経営農家１の収入向上や農村開発を目的に
栽培が推進された。しかしながら、最近大規
模プランテーションが破綻し、雇用創出など
当初期待された便益が地域住民にほとんど還
元されない事例が報告された３）。家族経営農
家に関しては、例えばインドでは 2011 年ま
でに約 85％の農家がジャトロファ栽培を放
棄したとされるなど、近年ジャトロファ事業
の失敗事例が報告されるようになった。この
ようにジャトロファブームが一段落した感が
ある中で、2013 年にシンガポール JOil 社が
５t/ha、米国 SGB 社が 5.5t/ha の種子収量が
得られるジャトロファ系統を開発し、アフリ
カ、インド、グアテマラ、ブラジル等での栽
培計画を発表するなど、今後の動向が注目さ
れる４）。

ジャトロファの生産性の改善を図るために
は育種材料の遺伝的多様性が重要であり、ジ
ャトロファの起源中心の遺伝的多様性の高い
メキシコ系統を育種材料として使うことが重
要である。しかしながら、現在メキシコにお
けるジャトロファの育種やジャトロファによ
る農村開発に関する報告は限られている。そ
こで、メキシコにおけるジャトロファ開発の
現状、中でもメキシコで最も早く州政府主導
で取り組みを開始したチアパス州（図１）の
事例を現地調査の結果を中心に紹介するとと
もに、持続的農村開発システムにおけるジャ
トロファの可能性について考察することを本
稿の目的とする。

１．チアパス州のジャトロファ栽培の経緯
チアパス州政府は、メキシコで最も早い

2007 年に Programa Bioenergéticos Chiapas

A NDO  T a k a y u k i 　 a n d  Z AMAR R I P A -
COLMENERO, Alfredo:Jatropha and sustainable 
rural development system-A case study of the 
state of Chiapas, Mexico.

１本稿では、家族労働力を基本として自給用作物栽
培を中心に、余剰分を販売して現金を得ている農
家を家族経営農家とした。

ジャトロファと持続的農村開発システム
－メキシコ合衆国小規模村落の事例から－

図 1 　チアパス州位置図



国際農林業協力　Vol.36　№ 3　2013

─ 3 ─

２１ペソ＝ 7.58 円（2013 年 11 月５日）

（チアパスバイオ燃料プログラム）を策定し
た。同州ではジャトロファが伝統的に生け垣
として馴染みの深いことから栽培を奨励し、
種子からバイオ燃料を製造し、公共交通機関
用燃料として使用することにより、農家収入
の向上と温室効果ガス排出削減を図る取り組
みを開始した。

チアパス州政府は、家族経営農家によるジ
ャトロファ栽培を促進するため、種子をイン

ドから輸入し、種子および育成した苗を農家
に無償配布した。この結果、2008 年に農家
でのジャトロファ栽培が開始され、４年後の
2012 年に収穫期を迎えた。州政府は州内４
カ所にジャトロファ種子集荷場を設置し、乾
燥種子 10 ペソ /kg２で買い上げを開始した

（写真１）。さらに 2012 年に搾油工場を建設
し（写真２）、搾油した油をバイオディーゼ
ル工場でバイオディーゼル燃料を製造し（写
真３）、公共バス用燃料として使用する計画
を策定した。

このようにチアパス州では、ジャトロファ
栽培から集荷までが実現し、搾油工場および
バイオディーゼル工場が完成しており、公共
バスでの利用計画が策定されたことから、ジ
ャトロファの栽培から利用までのサプライチ
ェーンが完結する見通しが 2012 年に立った
ものの、同年末に政権交代を迎えた。

２．ジャトロファ栽培を促進するための取り
組み
チアパス州政府（前政権）は、ジャトロフ

ァ栽培を推進するために組織的な支援を開始

写真 1 　ジャトロファの集荷場
撮影　安藤

写真 2 　ジャトロファの搾油工場
撮影　安藤

� 写真３　バイオディーゼル工場
撮影　安藤
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した。具体的には農家による自主的なジャト
ロファ栽培を推進するために、ジャトロファ
栽培を希望する農家をグループ化し、各地域
のグループを統括し代表する組織として
Unión de Sociedades Bioenergéticas del 
Estado de Chiapas（USB、チアパス州バイ
オ燃料組合連合）を 2008 年に設立した。

USBは、ジャトロファ栽培の指導・助言、中
央政府機関であるComisión Nacional Forestal

（CONAFOR、メキシコ国家森林委員会）が提
供するProÁrbol（栽培奨励金）給付のため
の申請手続き等関係機関との調整を担ってい
る。この ProÁrbol は一定の基準を満たすジ
ャトロファ栽培を植林と認定し、定植に際し
て支給する奨励金である。他方、各ジャトロ
ファ栽培グループは、ジャトロファの栽培方
法を工夫するなど、主体的な取り組みを行う
先進的な農家の集まりである。中央政府機関
である Instituto Nacional de Investigaciones 
Forestales, Agrícolas y Pecuarias（INIFAP、
メキシコ国立農牧林業研究所）は、ジャトロ

ファ遺伝資源の収集、優良系統の育成、栽培
技術の開発などを行っている。

このように、チアパス州ではジャトロファ
栽培を推進するために、中央政府、州政府、
農家などの異なるレベルでの取り組みが複合
的に行われており、中でも USB は農家と政
府関係諸機関とをつなぐ最も重要な働きを担
っている（図２）。

３．チアパス州の農村の現状
チアパス州では、前政権により家族経営農

家にジャトロファ栽培の普及が行われた。こ
の背景として家族経営農家の主要作物である
トウモロコシの収益性が低いため、栽培作物
の多様化による収入向上を図る一環としてジ
ャトロファが選定された。そこで次にトウモ
ロコシの収益性の状況について考察する。

図３にトウモロコシを１ha 栽培するため
に必要な経費、トウモロコシ１t あたりの農
家販売単価を、1999 年～ 2013 年について示
した。データは 2013 年 10 月に、Secretaría 
de Agricultura, Ganadería, Desarrollo Rural, 
Pesca, y Alimentación（SAGARPA、メキシ
コ農牧農村開発漁業食糧省）チアパス州
Villaflores（ビジャフローレス）支所が、同
地域で収集しているものを入手した。

図 2　‌�チアパス州におけるジャトロファ栽培支援体制
出典　筆者作成

図 3　トウモロコシの生産コストおよび農家販売単価の推移
　　　出典　SAGARPA の資料より筆者作成
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トウモロコシ栽培によって収益を得るため
には、2013 年では１ha 当たり 3.4t 以上の単
収が必要である。チアパス州におけるジャト
ロファ栽培の先進地域である Villa Corzo（ビ
ジャ・コルソ）市 Tierra Santa（ティエラ・
サンタ、TS）村にて、安藤らが 2011 年に行
った調査結果を適用すると、単収が 3.4t/ha
に満たない農家が 75％あった。TS 村は、標
高約 800m の山間傾斜地に位置し、灌漑施設
や農業機械は所有しておらず、簡単な農具で
トウモロコシを中心に耕作と休耕を繰り返す
伝統的な方法で耕作し、自給分以外の収穫物
を販売して現金収入を得る、この地域では一
般的な農村である。

TS 村でジャトロファ栽培を行っている農
家は、今後トウモロコシの収益性が一層低下
する一方で生活費の高騰による家計の悪化を
懸念しており、トウモロコシに替わる新たな
作物の導入により収入向上を図るためにジャ
トロファ栽培を開始した。ジャトロファ栽培
を行っている農家は出稼ぎをしていないが、
ジャトロファ栽培を行っていない農家の 64
％が出稼ぎをしており、トウモロコシの収益
性の悪化はますますこの傾向を強める可能性
が考えられる。すなわち、ジャトロファ栽培
に限らず、何らかの対策なしには農村の持続
性が保たれ得ない状況にある。

４．政権交代によるジャトロファ計画への影
響
チアパス州では、2012 年にジャトロファ

のサプライチェーンが完結まで目前のところ
で、政権交代が行われた。新政権は 2013 年
に Instituto de Energías Renovables del 
Estado de Chiapas（INER、チアパス州再生
可能エネルギー庁）を設立したものの、現在

まで具体的な政策を打ち出していない。そこ
で政権交代によるジャトロファ計画への影響
と現状を確認するため、2013 年 10 月１日～
７日まで現地調査をおこなった。現地調査は、
USB 会長 Antolín Morales Vázquez（アント
リン・モラレス・バスケス）氏および TS 村
のジャトロファ栽培グループとの面談、バイ
オディーゼル工場への訪問により、以下のこ
とを確認した。

Morales 会長によれば、政権交代後州政府
からの支援は全くなくなり、多い時には 50
名以上いたジャトロファ栽培の普及員は全員
退職し、秘書を含めて３名のみが残っている。
ジャトロファ栽培が開始された 2008 年には、
家族経営農家 5667 戸、約２万２千 ha でジ
ャトロファ栽培が開始されたが、現在も栽培
を継続しているのは約 200 戸、栽培面積
1000 ～ 1200ha と推定している。ジャトロフ
ァ種子の集荷場は全て閉鎖され、搾油工場お
よびバイオディーゼル工場は稼働していな
い。このような状況にもかかわらず Morales
会長は新政権など関係者および生産者との協
議、市場開拓を精力的に行っていた。TS 村
のジャトロファ栽培農家は、2013 年には州
政府による種子の買い上げが実施されなかっ
たため、ジャトロファの収穫はせず今後の政
府の動向を窺っている状況であった。

以上のように、前政権時には完結目前であ
ったサプライチェーンは、現在全く稼働して
おらず、政権交代の影響を強く受けていた。

５．ジャトロファ栽培が普及・定着するための
条件
チアパス州政府によりジャトロファ栽培支

援が開始された 2008 年には、家族経営農家
5667 戸、約２万２千 320ha のジャトロファ
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栽培が開始されたものの、2011 年には農家
数は 2861 戸、栽培面積は１万 638ha へと約
半減したが、州政府からはこの原因の説明は
なかった。そこでジャトロファ栽培が縮小し
た原因を解明することにより、ジャトロファ
栽培が普及・定着するための条件を明らかに
することを目的として安藤らは現地調査を行
った。

ジャトロファは、通常栽培開始から収穫ま
でに３年以上を要するとされているが５）、チ
アパス州では４年間を要した。このようにジ
ャトロファが栽培開始から収穫に至るまで長
期間を要することから、導入期、育成期、生
産期に分け、それぞれ農家がジャトロファ栽
培を開始するために必要な条件、農家におい
てジャトロファ栽培が定着するための条件、
ジャトロファ種子販売により農家経営が成立
するための条件の解明を、ジャトロファ栽培
を開始した農家、開始しなかった農家および
栽培を放棄した農家へのアンケート調査によ
り行った。その結果は次のとおりである。
１）ジャトロファ栽培を開始するために必要

な条件
ジャトロファ栽培を開始するためには、

CONAFOR の提供する ProÁrbol の給付、栽
培技術情報の提供、市場情報の提供が重要で
ある。ProÁrbol は、ジャトロファ栽培を開始
する際の圃場整備、苗木の運搬や定植、施肥、
病虫害防除などの管理に必要な資金をまかな
うために重要である。栽培技術情報の提供に
関しては、チアパス州ではジャトロファの標
準的栽培指針が定まっていないことから、農
家は試行錯誤で栽培を行っている状態であ
り、適切な栽培技術情報の提供が必要である。
市場情報に関しては、2012 年にジャトロファ
種子が州政府予算で買い上げられた以外は、

ジャトロファ種子の販売先や価格が示されな
かったことが、ジャトロファ栽培が開始され
なかった理由の一つとしてあげられた。
２）農家においてジャトロファ栽培が定着す

るための条件
ジャトロファ栽培が放棄された主な原因と

しては、ジャトロファ栽培の導入後、普及員
の不手際などで ProÁrbol が受給できなかっ
たことを含めて、普及員に対する信頼度の低
さ、病虫害および獣害の発生があげられた２）。
獣害に関しては、トゥサ（Tuza）と呼ばれ
る地中に生息するホリネズミと思われる小動
物（写真４）が、ジャトロファの根を食害す
るとされている（写真５）。例えばドクトル・
ベリサリオ・ドミンゲス（Doctor Belisario 
Domínguez）村では、トゥサの被害のため

写真 4 　Tuza（トゥサ）
撮影　Reina G.Trujillo



国際農林業協力　Vol.36　№ 3　2013

─ 7 ─

全農家 11 戸がジャトロファ栽培を放棄した。
ジャトロファ栽培を継続している農家から

は、病虫（獣）害の発生と普及員による技術
支援の不足がジャトロファ栽培を継続するた
めの課題として示された。病気としては、ジャトロ
ファの葉に斑 点を生じるアントラクノシス
antracnosis（詳細不明）、虫害としてはハダニ

（chupador de hojas）、カメムシ（barenador 
de fruto）、カミキリムシ（barrenador de tallo）、
アリ（hormiga）による被害が指摘された。

従ってジャトロファ栽培を開始した農家が
栽培を継続し、その栽培が定着するためには、
病虫（獣）害防除対策を含めた普及員による
技術指導が重要である。
３）ジャトロファ種子販売により農家経営が

成立するための条件
調査時点ではジャトロファが収穫期に至っ

ていなかったため、安藤らはジャトロファ種
子販売の収入により農家経営が成立するため
の条件についてモデルを作成して検討した１）。

モデルとして採用したのは、TS 村のジャ
トロファ栽培グループ代表（A 氏）である。
A 氏は農地 30.5ha を所有し、トウモロコシ、

インゲンマメ、コーヒー、ジャトロファを息
子と２人で栽培している。農業機械、灌漑施
設などは所有せず、簡単な農具を用いて耕作
と休耕を繰り返すこの地域では一般的な耕作
を行っている。

Ａ氏から作物別の栽培面積、所要経費、作
業項目、栽培スケジュール、労働時間、収量、
販売量、販売価格、自家消費量を聞き取り調
査により収集し、ジャトロファ栽培の導入に
よる影響を線形計画法により評価した。線形
計画法は、耕地面積、労働時間など一定の制
約資源のもとで、ジャトロファ種子販売単価、
労働力、単収他を変えたときの農業経営によ
る利益を最大化するための条件を検討するこ
とにより、そのときのジャトロファ栽培面積、
農家の総利益を求めることが可能である。

分析の結果、家族経営農家がジャトロファ
種子販売によって適切な利益を得ることによ
り農家経営を成立させることが、ジャトロファ
栽培を継続して行うために必須な条件である
ことが示された。このためには種子生産原価
を可能な限り下げるための技術改善、適切な
利益を保証する種子価格の設定と種子の買い
取りのための仕組みの導入などの取り組みを
州政府が行うことが重要であると考えられた。

６．ジャトロファ優良系統の開発の現状
INIFAP は 2007 年よりジャトロファの探

索収集を開始し、チアパス州を中心に 422 系
統のジャトロファを収集し、国家遺伝資源バ
ンクとして圃場にて育成している。メキシコ
のジャトロファは遺伝的多様性の高いことが
報告されている６）。例えば、収集された系統
の中には、一本の木の全てが雌花のみの系統

（雌花系統）、一本の木に雌花と雄花が合体し
た両全花が 80％以上を占める系統、矮性や

写真５　トゥサによるジャトロファの被害状況
撮影　安藤
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自然に分岐するために剪定が不要な系統を含
むなど多様性が高い。INIFAP は、これらを
６年間にわたりメキシコの気象条件の異なる
４試験場で評価した結果、普及に移すことが
可能な最初の系統とその栽培方法がおおよそ
確立した（写真６）。この系統については、
2013 年６月に農家の圃場にて栽培試験を開
始し、同年９月末までの４ヵ月間の生育に関
する概要は次のとおりである。
・植栽密度：２ｍ× 2.5 ｍ（2000 本／ ha）
・‌�植栽方法：雌花系統３列ごとに、花粉供給

用の雄花 60％雌花 40％を有する系統を１
列植栽。

・‌�生育状況：苗の定植後４ヵ月で樹高約２ｍ
に達するほど生育が早い。

・‌�種子収量：定植後４ヵ月に４回収穫し、種
子の推定収量は初年度が 500kg/ha、数年
後には３～４ｔ /ha に達すると推定。

・‌�油分含量：52％（通常は 25 ～ 35％）
本系統に対して、種子１kg あたり 16 ペソ

の買い取りの打診がある。この価格は、従来
のジャトロファ種子の買い取り価格として
USB に打診のある価格のおよそ３～４倍。

７．今後の持続的農村開発システムへの貢献
の可能性
以上、チアパス州におけるジャトロファ栽

培の現状について歴史的経緯を踏まえて紹介
した。チアパス州では、ジャトロファの栽培
から利用までのサプライチェーンの完成が目
前の 2012 年末に政権交代があり、ジャトロ
ファ計画は大きく後退した。

しかしながら、そのような状況の中でも
INIFAP によってジャトロファ優良系統の開
発が継続されていること、ジャトロファ栽培
農家と関係機関との調整および農家への技術
指導を担う USB の Morales 会長はジャトロ
ファ普及への熱意を失っていないこと、ジャ
トロファ栽培グループの中には主体的にジャ
トロファ栽培に取り組んでいる農家の存在が
今回の調査で確認できた。このような農家の
圃場にて、INIFAP のジャトロファ優良系統
を展示栽培することにより、当面の普及が可
能になると考えられる。さらに大規模に普及
するためには、チアパス州政府、INIFAP お
よび USB などによる計画的な取り組みが必
要である。

インドから輸入したジャトロファは、収穫
までに４年間を要したため ProÁrbol の給付
がジャトロファ栽培を導入する上で重要であ
った。しかしながら、INIFAP の優良系統で
は栽培初年度目から収穫が得られるため、種
子の買い取り価格や栽培に関する情報提供お
よび展示圃場の設置等を組み合わせることに
より、農家によるジャトロファの導入がさら
に容易になると考えられる。

いったんジャトロファ栽培を開始した農家
が栽培を継続するためには、病虫（獣）害防
除対策を含めた普及員によるきめ細かな技術
指導が重要である。INIFAP ではジャトロフ

写真６　INIFAP のジャトロファ優良系統
撮影　安藤
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ァの適正栽培技術開発も行っていることか
ら、USB が普及員を雇用できる状況になっ
た際には、INIFAP において普及員の訓練を
十分に行うことにより、きめ細かい普及が可
能となり農家におけるジャトロファ栽培の継
続性が高まると考えられる。

さらに、ジャトロファの種子販売により農
家経営が成立するためには、適正な利益を得
ることのできる種子販売価格の設定が重要で
ある。現在までジャトロファの栽培基準が存
在しなかったため、正確な生産コストの算出
ができなかった。今後は INIFAP の策定す
る栽培基準に基づいて生産コストを算出し、
適正な利益が確保できるような価格設定の仕
組みをチアパス州および USB が構築すべき
であるとともに、種子生産原価を可能な限り
下げるための技術改善の取り組みも望まれ
る。

現在チアパス州では、年々高騰する農業資
材費や生活費を主要作物であるトウモロコシ
栽培を中心とする従来の作物体系でまかなう
ことが困難になっている。トウモロコシを栽
培する農家への補助金（PROCAMPO）の他、
様々な補助金が給付されている他、多くの農
家は出稼ぎなどの農外収入に依存して生計を
維持している状態である。

図４にチアパス州におけるトウモロコシの
作付面積の推移、図５にチアパス州の全作物
栽培面積に占めるトウモロコシの作付面積の
割合の変化を、2000 年～ 2012 年について示
した。これらのグラフから、トウモロコシの
栽培面積は縮小傾向にあるとともに、トウモ
ロコシから他の作物への転作が進んでいる
が、2007 年以降は州政府による作物多様化
の取り組みにもかかわらず、トウモロコシの
転作の傾向は滞っている。これらのことから、

栽培作物の多様化による農家収入向上の取り
組みは十分な成果を上げていないと考えられ
る。

現在、USB に対して非公式に提示された
ジャトロファ種子の買い取り価格は４～５ペ
ソ /kg である。しかしながら 2012 年に前政
権が行った種子買い取り価格が 10 ペソ /kg
であったことから、農家からはこの価格での
販 売 の 意 向 は 示 さ れ て い な い。 一 方、
INIFAP が開発している優良系統に対して
は、16 ペソ /kg での買い取りの打診がある。
従って、INIFAP の優良系統の買い取り交渉
が成立した場合には、その系統の栽培を
USB が各地域の優良農家を中心に普及する

図 4 　‌�チアパス州のトウモロコシ作付け面積の変化 
出典　SAGARPA のデータベース

（SIACON）より筆者作成

図 5　チアパス州のトウモロコシ栽培面積の割合の変化
　　　出典　SAGARPA のデータベース　　　
　　　（SIACON）より筆者作成
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ことにより、ジャトロファ栽培が定着し、農
家収入の向上に貢献する可能性がある。

INIFAP の優良系統は、各農村の異なる環
境下でどの程度の収穫量が得られ、どのよう
な病虫（獣）害の発生をはじめとする課題が
あるのか現段階では不明であるが、各地域の
優良農家との協働により、各地域に適合した
栽培技術の効率的な開発も可能であろう。
INIFAP では、メキシコの多様性に富んだ遺
伝資源を活用し、鳥取大学をはじめとする海
外の学術・研究機関との共同研究を通じて、
今後もさらに優良系統の開発が進むものと考
えられる。改良されたジャトロファ系統が農
家へ普及され、栽培が軌道に乗り、農家収入
が向上し、ゆくゆくは農村全体の福利の向上
への道筋の検討により、持続的農村システム
への貢献が期待される。
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特集：再生可能エネルギーと農村の活性化

渡　邉　文　雄



はじめに

20 年前は、ジブチという国は、大方の日
本人にほとんど知られていなかった。当時、
ソウルオリンピックのマラソンで銅メダルを
獲得したジブチのアーメド・サラという人物
がおり、そのサラの国だというと、わかって
もらえる人がたまにいるほど、日本人には無
名の国であった。ところが最近は少し変わり
つつある。その理由は、北東アフリカ・ソマ
リア沖のアデン湾に出没する海賊から日本の
船舶を護衛する目的で、2009 年に海上自衛
隊の活動拠点がこの国に設置されたからであ
る。また、2013 年 8 月には中東を歴訪した
安倍首相が自衛隊の活動視察目的でこの国を
訪れた映像がテレビや新聞記事で報道され、
さらに多くの日本人にジブチが認知されつつ
ある。

さて、東京農業大学は 1991 年の本学創立
百周年の記念事業として、ジブチ共和国で沙
漠緑化へのチャレンジというテーマで本プロ
ジェクト研究を開始した。あれから 22 年間
に亘り、同国の農業省・研究機関・大学と、
乾燥地緑化や農業開発などの研究課題につい
て実証調査を協働で実施しながら、ジブチ政

府職員や研究者への技術指導、さらに農家を
対象とした緑化法についての普及活動も行っ
てきている。このプロジェクトが開始された
翌年の 1992 年は、地球環境サミットがブラ
ジルのリオで開催され、地球温暖化、酸性雨
等顕在化する地球環境問題を人類共通の課題
と位置付け、「持続可能な開発」という理念
の下に環境と開発の両立を目指すことが宣言
されるなど、地球規模の環境問題への関心が
高まっていた。このような背景で、本学の創
立百周年の節目にあたり、地球環境問題への
社会貢献の一環として、ジブチでの沙漠緑化
研究プロジェクトはスタートした。

本報告では、まずジブチの自然環境や農業
の状況を紹介し、これまでの東京農業大学の
沙漠緑化研究プロジェクトの 22 年間の活動
内容と今後の展開を述べる。

１．ジブチ共和国について
１）概　要

ジブチは、紅海の入り口のアフリカ大陸側
に位置し、東部アフリカの国の中で唯一フラ
ンス語を公用語とし、1977 年にフランスか
ら独立した。国土面積は２万 3200km2（北海
道の約３分の１）、エリトリア、エチオピア
およびソマリアと国境を接し、東側はアデン
湾と紅海に面している。人口は約 90 万人

（2009 年）１）である。
人口の大部分は首都（ジブチ市）に住み、

WATANABE Fumio: Desert Greening Research 
Activities of Tokyo University of Agriculture in 
the Republic of Djibouti, the Horn of Africa.

ジブチにおける東京農業大学の沙漠緑化研究活動
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村落部住民の８割以上が遊牧生活を営んでい
る。同国の主要な産業は、紅海を往来する船
舶の海上輸送の寄港基地として、さらに近年
は内陸国となった隣国エチオピアへの陸上輸
送経路の拠点として、港湾・輸送のサービス
業から外貨を稼いでいる。主な民族はソマリ
ア系イッサ族とエチオピア系アファール族

で、宗教はイスラム教が 94％を占め、主要
言語は公用語のアラビア語とフランス語、他
にソマリ語、アファール語となっている。
２）自然環境

ジブチの平均年降水量は 220mm であり、
ジブチ国民一人当たりの利用可能な水量は
353m3 とされ、世界でも最も水資源の乏しい
国の１つでもある１）。また、年蒸発散量は約
2500mm であり、年降水量と比較すると同国
の水の不足状況が理解できる。図２は、2012
年 ８ 月 か ら 2013 年 ７ 月 に ジ ブ チ の Ali 
Sabieh（アリサビエ県）で観測された気温と
相対湿度の月別変化である。月平均気温は
23 ～ 35℃の間で変動し、12 月および１月が
比較的低い。気温の高い期間は５～９月であ
る。なお、観測期間の年最高気温は 41.9℃で
ある。月別の相対湿度は、11 ～４月の期間
が 60％以上と比較的高く、６～８月は 40%
以下で推移し、最低湿度は６月で約 10％と
非常に乾燥している。

図１　ジブチ国の行政区分
出典：2013 Google Earth を改変

図２　月別の平均気温と相対湿度の推移
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気象特性としては気温が高く、蒸発量が一
年中大きい乾燥した熱帯乾燥気候帯に属して
いるといえる。

一方、土壌についてみると、同国内陸の山
間部においては、火山性の酸性岩石（玄武岩）
の風化により生成されたものが大部分を占め
ている。この土壌の特徴は、母岩の風化が低
く玄武岩質の岩塊礫を多く含んでおり、その
ため土粒子密度の値が大きい。海岸の平野部
では、サンゴ類化石を含む岩石（基盤）の上
層に、ワジ（降雨時は水が流れるが、その後
はすぐに涸れてしまう涸れ川）の沖積土とサ
ンゴや貝殻類の破片を含んだ砂質土とが混ざ
った石灰質土壌から主に構成されている。各
地域の土壌は上記の土壌区分からさらに海岸
土壌、丘陵地土壌、沙漠土壌、山岳土壌の４
つに区分される。また、これらの土壌は生成
条件、塩類集積状態、乾燥収縮履歴などによ
り、表１に示すような特徴ある物理性を示し
ている。

３）ジブチの農業
この国の農業は、熱帯乾燥気候、火山性沙

漠といった厳しい自然条件に大きく制約され
ている。そのため、農業生産は灌漑用水の確
保に大きく左右され、表２に示すように、全
国で約１万 ha の耕作可能地があるが、現在
の耕作地はその約１ 割の 1000ha に留まって
いる。 

一方、農業生産形態を見ると、ワジ農業が
主となっている。ワジ農業とは、涸れ川であ
るワジ沿いの比較的地下水位の高いところに
農地を造成し、ワジ内に掘られた浅井戸から
揚水した水を一時的にタンクに貯水し、それ
を重力で畑地に配水する灌漑農業である（図
３）。同国におけるワジ農業の歴史は古く、
1870 年代にイエメン人による海岸部への入
植から始まり、その後のフランス統治下（1862 
年～ 1976 年）において畝間灌漑方式が導入
され、現在に引き継がれている３）。ジブチ全
国で約 1700 戸の小規模農家４）が、浅井戸か

土壌区分 採取地点 土粒子密度
（g/㎤）

比表面積
（㎡ /g）

強熱減量
（％） 土　性

海岸土壌 Douda 2.733 14.0 9.3 Loamy Sand
丘陵土壌 PK20 2.755 38.4 30.0 Loam
沙漠土壌 Bara 2.808 73.5 12.1 Light Clay
山岳土壌 PK52 2.895 47.5 4.0 Loam

表１　代表的なジブチ土壌の基本的物理性２）

行政区 可耕地面積（ha） 既耕地面積（ha） 灌漑面積（ha）
Djibouti 450 394 182

Ali Sabieh 110 82 27
Dikhil 4,200 336 112

Tadjoura 300 164 55
Obock 5,000 36 12
合計 10,060 1,012 388

表２　行政区分別の可耕地、既耕地、灌漑面積３）



─ 14 ─

らポンプで揚水した灌漑水で灌漑農業を行な
っている。平均農地面積は約 0.5ha と小さい
ものの、数ヘクタール規模の耕作地で野菜・
果樹・畜産を組み合わせた複合営農を実現し、
高い収益を得ている農家も現れている（写真
１）。

また、近年では、ジブチ市内から西へ
20km 付近で企業的農業生産も見られ、これ
らは深井戸から灌漑用水をポンプ取水し、パ
イプラインによる配水ネット、ドリップチュ
ーブなどの近代的な灌漑システムを備えた農
業形態も現れている。一方、ジブチ政府は穀
物の自給を推進するために、スーダンに
5000ha、エチオピア国にも 5000ha の農地を
確保し、ソルガム、コムギの栽培を開始して
いる。国内農業生産の主体は野菜、果樹、牧
草の栽培である。野菜と果樹の生産量は、
2007 年で約 6000t に到達したが、国内消費
量の 10％以下しか賄えていない４）。

２．東京農業大学の沙漠緑化研究の歩み
１）農業省 Douda 農場で開始

前述したとおり、1991 年の東京農大創立
百周年記念プロジェクト事業として開始され

た本研究プロジェクトは、当初の３年間は気
象・土壌などの環境調査、マングローブ林な
どの海岸植生調査、さらに経済作物や飼育動
物の農牧業現況調査などを中心に行われた。
1991 年 11 月の予備調査から 1996 年３月ま
での第７次調査結果は、「砂漠緑化へのチャ
レンジ－ジブチ共和国での試み－」（塩倉高
義編著、1995）にまとめられている５）。ジブ
チを調査対象地に選定した理由は、①紅海の
海上交通の要所につき、旧宗主国のフランス
が１万人規模の軍隊を駐留しており治安が極
めてよい、②国土面積は小さいが各種の沙漠
が存在し、効率的な緑化研究活動が実施可能
である、などであった。その後、気象等の基
礎データ収集と農業省所有のDouda（ドゥダ）
農場内で緑化や栽培技術に関する実証試験が
主に実施された。この農場は、ジブチ市内中
心から西へ 10km ほどのアデン湾に面した海
岸平野に位置し、面積は10haであった。また、
この農場は隣接する下水処理場の処理水を再
利用してドリップ灌漑農業を導入する目的で
1980 年代に建設された。本学が実験を開始
した 1992 年頃は、既に下水処理場は稼働し
ておらず、試験に用いた灌漑用の水は水道水

図３　ワジ農業の灌漑システム
出典：3）を著者改変

写真１　Dikil 県の篤農家によるワジ農業の様子
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のみが敷地内に辛うじて配水されていた。こ
の農場内で、ストーンマルチやダブルサック
などの各種緑化法６）、さらには緑肥作物、野
菜栽培、節水灌漑等の実証試験７）が行われた。
また、当時、農業省次官（現農業大臣）から
の提案で荒廃しているワジ農業への技術支援
を依頼され、アリ・サビエ県におけるワジ農
業地域でのウォーター・ハーベスティング（以
下、WH）とストーンマルチを併用した緑化
試験施工を行った。その結果、WH によるス
トーンマルチなどの併用による緑化工法は乾
燥地であるジブチでも有効であることが実証
された。Douda 農場内外での実証試験や現
地農家への緑化技術の普及活動から、気候・
地形・地質さらには現地の人々の習慣・文化
などの風土を理解することにより、持続可能
な技術があると確信した。
２）10 年目の節目に、ワークショップ開催

2001 年２月にジブチ市内のホテルで沙漠
緑化技術に関するワークショップを開催し、
これまで得られた研究成果を紹介した。本ワ
ー ク シ ョ ッ プ は JICA、 ジ ブ チ 農 業 省、
IGAD（Intergovernmental Authority on 
Development：政府間開発機構）１および東京
農大の共催で行われた。JICA 個別専門家と
して農業省に派遣されていた白石正昭氏の協
力も得ながら、東京農業大学の沙漠に緑を育
てる会のメンバーを中心に準備を行った。ま
た、JICA パリ事務所の梅本所員（当時）が

JICA を代表して参加してくれた。現地の参
加者は、ジブチ農業省や他の関係省庁からの
職員、さらに IGAD 加盟国であるケニア、
ウガンダ、ソマリア、エチオピア、エリトリ
ア、スーダンからの研究者などであった。１
日目は、開会式にジブチの農業大臣、JICA
パリ事務所長の代理として梅本氏、本学の塩
倉高義教授（故人）からの挨拶があった後、
各国の沙漠化や干ばつの現状報告、本学の緑
化技術などに関する研究成果報告、さらに
Douda 試験場やアリ・サビエ県での緑化実
証試験地への現地見学会などが行われた。２
日目には沙漠化防止に関するジブチ宣言を取
りまとめ、ワークショップは成功裏に終了し
た。なお、この内容は、東京農業大学出版会
から報告書８）として出版されている。

また、ジブチ国の沙漠緑化計画やその実践
活動に対して、2003 年に日本を国賓として
訪れていたジブチ国の Ismal Omar Guelleh

（イスマール・オマール・ゲレ）現ジブチ大
統領に東京農業大学から名誉学位が授与され
た。さらに、本プロジェクトの当初からジブ
チ側の現場責任者として活躍したジブチ農業
省タバレック（現農業大臣アドバイザー）氏
は、１年半の JICA 研修員として本学で博士
論文の研究と論文への取りまとめを行った。
その結果、ジブチの気象特性の解明と空気中
からの水の取水に関する研究成果８）で 2003
年に本学より博士号を取得した。加えて、ジ
ブチ大使館の要請で 2005 年に開催された

「愛・地球博」では、長久手会場グローバル・
コモン５のアフリカ共同館でジブチ国の紹介
と本学の沙漠緑化に関する展示を行った。こ
のように、本プロジェクトは多くのジブチの
関係者や JICA 等の協力で今日まで継続され
ている。

１前身は、干ばつ対策や食料安全保障を目的として
1986 年に設立された干ばつ対策・開発政府間機構

（IGADD）。1996 年に IGADD に国境貿易促進や紛
争防止を機能として追加し、新たに発足した。加
盟国は、ケニア、スーダン、ウガンダ、エチオピア、
エリトリア、ジブチ、ソマリアの７ヵ国で、事務
局はジブチに置かれている。



─ 16 ─

３）新生ワジ（Wadi）農業実現に向けた篤
農家との連携
新生ワジ農業とは、ジブチの伝統農法であ

るワジ農業と東京農業大学の研究成果を融合
させた、循環型農業生産システムである（図
４）。

新生ワジ農業の構成要素は、夏季における
農地の高温化を緩和するための樹林帯の形

成、灌漑設備の整備、放牧と堆肥生産のため
の草地の造成、薪炭材生産と地下水涵養のた
めの林地形成を含む農業生産システムであ
る。新生ワジ農業は、沙漠緑化技術を活用し
たジブチにおける農業生産環境再生のための
モデルである。現在、緑化技術を用いたアグ
ロ・フォレストリーによる栽培環境や生活環
境の改善を目指したこのモデルは、現地の篤

図４　新生ワジ農業のイメージ図 13）

ワジ川
堆肥生産地

地下水涵養林と薪炭材生産地

放牧地

畑地

井戸

高温化緩和・防風樹林帯
ワジ川

堆肥生産地

地下水涵養林と薪炭材生産地

放牧地

畑地

井戸

高温化緩和・防風樹林帯

写真２　新生ワジ農業の様子
（左上：井戸水の揚水ポンプ用の太陽電池パネル、右上：貯水タンク、左下：ストーンマルチを応用
したメロン栽培、右下：アグロ・フォレストリーによるタマネギ畑）
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農家との連携により、新生ワジ農業の農業生
産システム技術として確立されつつある（写
真２）。

とくに、太陽電池を利用した井戸水の揚水
ポンプは、これまでのディーゼルエンジン式
のポンプより燃料コストがかからないことや
メンテナンスが容易など、今後さらに普及が
期待される。一方、ジブチ政府は国家戦略の
１つに遊牧民の定住化を挙げており、この新
生ワジ農業生産システムの更なる技術の適正
化と普及が今後の遊牧民の定住化推進に大き
く貢献するであろう。
４）今後の展開

現在、2012 年より東京農業大学の教員が、
独立行政法人日本学術振興会：Japan Society 
for the Promotion of Science（JSPS） と
JICA が連携して実施している科学技術研究
員派遣事業（ジブチ農業生産改善を通じた食
糧安全保障向上事業）の短期専門家として派
遣されている。現地では農業省、CERD（中
央研究センター）、さらにジブチ大学の技術
者や研究者と農業生産改善に関する調査研究
を協働で実施しながら、同時に技術移転も行
っている。また、JICA 南部ジブチ持続的灌

漑農業計画プロジェクト調査 14）メンバーと
も連携しながら、写真３や図５に示すような
雨水の有効活用のためにウォーターハーベス
ティングを適用した連結ため池灌漑システム
15）によるネリカ栽培の実証試験も試みてい
る。

加えて、本学とジブチ大学は 2013 年６月
に学術連携協定を締結し、両大学の教育・研
究連携の強化を図ることを確認した。今後は、
学生の交流や教員の人材育成への協力を行う
こととしており、ジブチ農業省、中央研究所、
ジブチ大学と連携をさらに深めながら、アフ
リカの角地域を視野に入れた気候変動に伴う
干ばつ被害を軽減するための、新たなモニタ
リングシステムや農業生産システムの技術の
構築に関する研究展開が期待される。

おわりに

初めてジブチを訪れたのは 20 年前の 8 月
であった。まず、この国の暑さに驚かされた。
それまで赤道付近の東アフリカ諸国での経験
はあったが暑さだけは桁違いであり、その印
象は今でも変わっていない。

一方、この国の発展ぶりは 20 年前の当時

写真３　雨水を集めたため池
図５　連結ため池灌漑システム

出典：15）を著者改変

集水域

圃 場

親池

子池

孫池

子池

孫 池

孫池
孫池

孫池

圃 場
圃 場

集水域

集水域 集水域

集水域

集水域
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を知る者として隔世の感を禁じ得ない。もち
ろん、この発展はジブチに限ったことではな
い。一昨年にタンザニアを訪れた際も、おお
よそ 20 年前の町の様子が一変しており、同
様の印象を持った。しかし、ジブチは厳しい
気候環境で、かつ地下資源にも恵まれていな
いこの国が「なぜ」と考えると、その答えは
独立後、大きな紛争などを経験していないか
らだろう。もちろん、1990 年代前半はジブ
チでも北部で内戦的なものはあったが、その
後は周辺国の治安等が悪化した中でも政治的
にも安定を維持している。

現在は、アデン湾に出没する海賊対策のた
め、わが国の海上自衛隊の拠点になっている
ことは、先に述べたとおりである。ジブチと
わが国の友好関係がますます深まるように、
沙漠緑化や農業開発分野で協力できればと思
う。また、本学の沙漠緑化の研究成果でジブ
チの人々は勿論であるが、アフリカの角地域
に暮らす人々のさらなる生活改善に貢献する
ことを目指したい。なお、本報告は東京農業
大学の沙漠に緑を育てる会のこれまでの研究
成果や現地での活動を取りまとめたものであ
る。

最後に、本研究プロジェクトはこれまで
JICA をはじめとする多くの関係機関からの
ご支援を戴いた。これら関係機関の皆様に対
し、ここに記して謝辞を申し上げる。
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特集：再生可能エネルギーと農村の活性化

瀧本　裕士 *、西牧　隆壯 **、原田　幸治 ***、久保　歩 ****



はじめに

農村地域には水力をはじめ、太陽光や風力
などの再生可能エネルギーが大量に賦存して
いる。とくに農業用水路は流域内で広く張り
巡らされており、小規模ながらも水力エネル
ギーが多数存在することからマイクロ水力発
電の可能性を大いに秘めている。

マイクロ水力発電とは河川や農業用水路、
工業排水等、ある程度の流量と落差で行う比
較的小規模な水力発電方式のことで、近年再
生可能な新エネルギーとして注目を集めてい
る。メリットとしては、建設時の環境負荷が
少なく、短期間での設置が可能であることや、
太陽光や風力発電に比べてエネルギー密度が
高く、安定した供給が可能であることなどが
挙げられる。

本稿ではまず、わが国の農業用水を活用し
たマイクロ水力発電に関する技術を基本と
し、これまで開発途上国において開発・蓄積
されている技術と経験を組み合わせて、対象
とする開発途上国へ適用することの可能性を
検討した。具体的には灌漑開発が進展してい
るにもかかわらず灌漑施設におけるマイクロ
水力発電の開発が遅れている地域としてフィ

リピン共和国（以下「フィリピン」とする）
のルソン島中部、北部を事例とし、現地調査
を通じて小規模分散型の発電であるマイクロ
水力発電を活用した農業農村開発の可能性に
ついて分析した。

１．フィリピンの自然条件１）

フィリピンは、東南アジアに分類され、北
緯 4°23′～ 21°25′、東経 116°55′～ 126°34′
に位置し、西を南シナ海、ルーシー海、東を
フィリピン海に囲まれた、約 7100 の島々か
らなる国である。フィリピンの国土面積は日
本の８割程度の 30 万 km2 であり、北部のル
ソン、中部のビサヤ、南部のミンダナオの３
つの地域に分けられる。フィリピンは高温多
湿の熱帯モンスーン型気候に属し、年間平均
降水量は2348mmと豊富であるが約1500mm
～ 4500mm と変動幅も広い。標高はとくに
本調査事例対象でもあるルソン島北部で高
く、水力発電に適した高低差が見込める。

２．フィリピンの水資源、水利用、電力の概要１）

フィリピンには 114 の主要な河川と 59 の
自然湖が存在し、水資源量は 479 億 km3 と
日本よりも多く豊富である。水利用は農業用
水が全水利用の 83％を占め、工業用水の９
％、都市用水の７％と比べても卓越している。
灌漑開発も進展しており、灌漑施設は
National Irrigation Administration（NIA、
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国家灌漑庁）が管理している。NIA は 209
の国家灌漑施設、受益面積 74 万 8000ha の
管理を担っており、115 の地域灌漑管理事務
所を有している。農業用水が整備されている
ので、マイクロ水力発電を行う観点から見る
と好条件といえる。

ところでフィリピンは、地熱、水力、石炭、
天然ガスの国内資源が豊富で、エネルギー自
給率は 2005 年時点で 57.1％である。現在フ
ィリピンの電力源は主として火力であり、水
力は 11.7％である。現在の水力発電供給量は
合計で 2950MW であり、これらはオングリ
ッド、オフグリットエリアで利用されている。
しかし、フィリピンでは今後、電気需要量は
増加すると見込まれており、さらなる発電事
業が望まれている。水力発電量は主に 18 の
大水力発電が 90% 以上を占めており、小規
模の発電は少ないが、まだ約 5468MW の水
力ポテンシャルがあると試算されており、水
力開発の可能性は大きい。

フィリピンの全国的な年間の電化率は73%
であり、2011 年９月の月間では 75% となっ
ており、年々電化率は改善されている。都市
部では電化率は 100％、最少の地区単位であ
るバランガイにおいても 99％がバランガイ
の入り口まで電気が来ている。しかし、各民
家への通電率は 80％前後となっており、ミ
ンダナオ地域では各民家への通電率は 21%
しか普及しておらず、地域における電化率に
ばらつきがあることが窺える。とくに農村地
域の民家レベルでは、十分な電力を得られな
いところがあり、このような場所こそがマイ
クロ水力発電の導入候補地となる。

３．マイクロ水力発電とは
小規模水力発電のことを小水力発電と呼ぶ

ことがあるが、その形態は発電規模や利用目
的に応じて多種多様である。小水力発電のイ
メージも数 kW の自家発電レベルから数千
kW クラスの規模に至るまで人によって捉え
方が異なるであろう。したがって、小水力発
電を議論する時には、発電規模によって整理
しておかなければならない。本稿では小水力
発電の中でも最も規模の小さいマイクロ水力
発電に焦点を当てている。小水力発電の言葉
自体が明確に定義されている訳ではないが、
一般的には 1 千 kW 以上１万 kW 未満を小
水力発電、100kW 以上 1 千 kW 未満をミニ
水力発電、数百 W または 1kW 以上 100kW
未満をマイクロ水力発電と呼んでいる。マイ
クロ水力発電は発電規模がとても小さく、ま
とまった電力が得られないために、残念なが
らエネルギー政策に直結する話にはならな
い。しかし、マイクロ水力発電は地域レベル
で見た時に、身近な地域資源をそのまま生か
せること、農業用水が張り巡らされており適
用箇所が多数存在すること、地域住民が直接
参加できること、電力会社への依存度を軽減
できること等、導入に向けた利点も大きい。

４．マイクロ水力発電ポテンシャルの現地調査
本稿では、フィリピンのルソン島中部、北

部地区を対象にいくつかの現地において灌漑
施設を活用したマイクロ水力発電の導入可能
性について調査、検討した結果を報告する。
今回の調査では、サイホン式水路、開水路（傾
斜水路と落差工）、管水路の農業用灌漑水利
施設を対象に、包蔵水力を推定した。包蔵水
力は、理論的包蔵水力と技術的包蔵水力の 2
種類がある。理論的包蔵水力（kW）とは重
力加速度（m/s2）、流量（m3/s）、落差（m）
を掛け合わせた値であり、水力エネルギーの
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ポテンシャルを意味する。理論的包蔵水力は、
水力エネルギーから電力への変換効率を 100
％とした場合の値でもあるので、現実的には
理論的包蔵水力に発電総合効率を掛けた値で
ある技術的包蔵水力で発電ポテンシャルを評
価する方が望ましい。
１）サイホン式水路を活用した水力発電

マニラ近郊アンガット方面の農村地域で
は、サイホンを利用した送水システムが整備
されていた。写真１にその一例を示す。分水
工の上流側で水を貯留し、分水後サイホンを
利用して下流側受益地に送水している。上流

側の貯留水位は安定していることから、上下
流の落差は３ｍ程度と一定の落差が得られる
点はマイクロ水力発電を行う上でとても有利
である。流量は２m3/s であり、理論的包蔵
水力は 58.8kW であった。発電総合効率（水
車効率 80%、発電機効率 90％）を 72％と仮
定すると、技術的包蔵水力は 42.3kW となる。
サイホン式水路を利用した小規模の水力発電
形態は多くみられないが、わが国でも導入実
績があり、技術的に可能である２）。

本調査地における発電用途には、自家消費
と系統連系の二通りが考えられる。自家消費

写真２　集落内を流れる開水路

写真１　サイホン式水路（左：上流部の貯水池、右：サイホンからの流出部）
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では取水ゲートの電動化、周辺農家の電力供
給が考えられ、系統連系では売電による収益
を NIA の水利施設維持管理費に充てること
が考えられる。
２）開水路を活用した水力発電

アンガット方面の集落を流れる水路は開水
路で緩勾配ながらも傾斜部分が存在する。写
真２の水路は水路幅 1.5 ｍ、流量１m3/s であ
った。このような場所では、低流量かつ低落
差の条件下でも効率よく稼働し、可搬性にも
優れる螺旋水車発電機の設置が適している。
理論的包蔵水力は落差を１m として 9.8kW
である。ただ発電規模は小さいために発電総
合効率は 50% と仮定すると、技術的包蔵水
力は 4.9kW となる。この場所は集落に囲ま
れていることから、自家発電として活用する
ことが合理的であると考えられる。

カガヤン州アムルング地区では 400kW の
ミニ水力発電所が運用されており、発電所上
流側の貯水池から発電所に至る部分で落差工
が見られた（写真３）。流量は 0.3m3/s、落差
は 1.5m である。理論的包蔵水力は 4.4kW で
あり、発電総合効率を 50％とすると技術的
包蔵水力は 2.2kW と自家発電レベルである。

このような場所ではゴミに強くメンテナンス
フリーのオープンクロスフロー水車発電機が
適していると思われる。また、同地区の農村
地域に入ると流量の豊富な落差工が存在した

（写真４）。流量は1.0m3/s、落差は３mであり、
理論的包蔵水力は 29.4kW である。発電総合
効率を 72％と仮定すると技術的包蔵水力は
21.1kW となる。これは農家 10 ～ 20 世帯分
を賄える電力であり、積極的な導入が期待さ
れるが、一方で需要施設までの距離が遠く、
電柱もないことから送電システムをどう構築
するかが課題として残った。
３）管水路を活用した水力発電

ルソン島北部に位置するイフガオ地区には
素晴らしい景観を有する棚田群が存在する

（写真５）。ここは急傾斜地であり、水力発電
の適地も多いと考えられる。地区内には滝の
ような渓流が流れており、落差も十分である。
今回は遠方からの観察のため定量的評価はで
きなかったが、最大で 100kW の発電が可能
だと思われる。ただ、このような渓流で発電
を行うには、如何にして安定的に流水を制御
するかが課題になる。実用的には貯水タンク
と管水路を敷設し、安定した落差と水量で水

写真３　アムルング発電所の落差工 写真４　農村地域にある落差工
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車発電機を稼働させることが望ましい。発電
の利用は系統連系でも良いが、集落内には物
資を運ぶロープウェイがあり、このロープウ
ェイの運用電源として利用することも可能で
ある。また、同地区の山間部ではスプリンク
ラーによる畑地灌漑も行われていた。このよ
うな場所では発電としてではなく、スプリン
クラーの動力源として水力を活用することも

考えられる。

 ５．地域合意形成の重要性
本調査では手作りの小型ペルトン水車発電

機を持参し、現地で実証実験を行った。これ
はマイクロ水力発電の「見える化」を図り、
地域の合意形成に繋げることが目的である。
今回実験を行った小型ペルトン水車発電機

（写真６）は組み立て式であり、持ち運びが
容易である。発電出力は流量と落差の条件に
よって変わるが、最大で 1kW の発電性能を
有している。ただ、実証試験では発電機およ
び配電装置の小型化、軽量化を図るために出
力はあえて数十 W クラスに抑えた。実験で
は NIA の現地職員とともに農業用水路に水
車発電機を設置した（写真７）。ホースを用
意し、流水をジェットノズルに導水すること
で勢いよく流水が水車パケットに当たり、発
電に必要な水車回転数も得られた。水車発電
機は安定的に稼働して実験に成功したが、一
番の収穫は NIA の現地職員が率先して実験
に参加したことである。とくに印象的なのは、
実験の準備段階から現地職員自らが機械の組
み立て、導水ホースの設置、配線作業を手際

写真５　イフガオの棚田群

写真６　組み立て式ペルトン水車発電機 写真７　現地実証試験
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よく行っていたことである。これは地域の中
にマイクロ水力発電を行う上で必要な技術力
がすでに潜在していたことになる。つまり、
実証試験は地域の技術力を掘り起こすきっか
けにもなり得る。

NIA 現地職員からは、マイクロ水力発電
の適地情報、利用用途、技術改良等の具体案
について深い意見を聞くことができた。まず
は現地の人から導入の要望があることが大切
で、地域合意形成をベースに設置から維持管
理を考えなければならない。

そして地域合意形成を図る上で最も重要な
ことは、発電の利用目的を明確にすることで
ある。電力システムは需要と供給のバランス
で成り立っている。マイクロ水力発電を含め、
小水力発電を導入する際、電力を生み出すこ
と自体は手段であって目的ではない。つまり、
発生した電気を何のために使うのかという目
的を明確にしておく必要がある。現在展開さ
れている小水力発電やミニ水力発電は導入目

的が明確であり、技術的にも確立されている。
発電はすべて系統連系し、売電収益を水利施
設の維持管理費等に充当するパターンがほと
んどである。

一方、マイクロ水力発電の方はこのような
展開は厳しい状況である。一番の問題は導入
コストが高いことである。とくに系統連系用
の設備に一番コストがかかり、小水力発電や
ミニ水力発電の場合に比べ単位出力あたりの
コストは倍以上である。したがって、極力コ
ストを抑えてマイクロ水力発電を行う際に
は、エネルギーの地産地消ともいえる自家消
費型が原則となる。この場合、発電と利用用
途の関係をはっきりさせておく必要がある。
利用用途は地域のニーズによって異なる。発
電の用途先としては、電気柵、作物貯蔵庫の
温度管理、水利施設監視用電源、街灯、電気
自動車への充電、災害時非常用電源等、いろ
いろなアイデアがあるだろう（図１）。そし
てこのようなアイデアは地域資源の魅力を見

図１　分散型電源としての活用例
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直すきっかけにもなる。どのような形で進め
るにしても地域住民間で十分な議論を行い、
NIA や地元農家が主体となって取り組める
発電システムを構築しなければならない。

６．新しい電力ネットワークの必要性
大規模発電による電力網（基幹グリッド）

がすでに整備されているような地域にとっ
て、小規模のマイクロ水力発電はどのような
意味を持つであろうか。電力網が整備されて
いる地域では、新たなメリットが得られない
限り、あえてマイクロ水力発電を行う意義は
薄いように思われる。しかし、基幹グリッド
とマイクロ水力発電とが共存できる新たな電
力制御法を考案することで、より頑丈で次元
の高い電力システムを構築することが可能に
なる。とくに注目に値するシステムとしてク
ラスター拡張型グリッドが挙げられる３）。こ
れは地産地消電力ネットワークとして大変有

用なシステムである。このシステムは図２に
示すように、基幹グリッドと地域自立グリッ
ドを協調させることで、需給バランスの制御
が容易かつシステマティックになり、加えて
導入コストの削減や安定的な電力供給にも繋
る点で優れている。今後、フィリピンにおい
てもクラスター拡張型グリッドの形成規模、
運用体制について検討することが課題であろ
う。

おわりに

－総括および農業農村開発のためのマイクロ
水力発電－
マイクロ水力発電による消費は、一義的に

はそれを生産する地域での消費が望ましい。
しかし、実情はグリッドにつなぎ売電するケ
ースの方が多いように見受けられる。また、
灌漑施設を管理する NIA も小水力発電に興
味を持っているが、現時点では施設を第三者

図２　電力システムの 2 階層化
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に貸与し、その使用料を得て NIA の経営に
役立させようとしているだけで、灌漑施設が
ある農村の開発に役立たせようという発想は
まだまだ弱いといわざるを得ない。

フィリピンの場合、電気料金が高く、農家
は仮に電線が傍を通っていても利用できない
ケースが多いという。また、精米や農産加工
など村落の単位で可能な２次産業の芽があっ
ても電気料金の高さから二の足を踏むとい
う。灌漑施設を利用したマイクロ水力発電を
考える場合、マイクロ水力発電所が立地する
エリア内の水利組合や農家も電力を利用でき
るような施策が考慮されてもよいのではない
かと考える。

今回調査した地区は、わが国の協力などに
よって大規模な灌漑施設があり、マイクロ水
力発電の立地としても恵まれている。そして、
小水力発電の機運を国全体に醸成する上から
も重要な地域である。今後、フィリピンへの
小水力分野でのわが国の協力を考える時に
は、適地選定、経済的優先度、施設の設計、
無償資金による発電機の供与などによる協力
とともに、行政、事業者、地域住民などすべ
てのステークホルダーが納得できるような枠

組み作りへの政策的な協力も考慮すべきであ
ると考える。
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３）‌�横山隆一編著　2011、災害に強い電力ネッ
トワーク　スマートグリッドの基礎知識、
早稲田大学出版部、pp. １-90.

（* 石川県立大学生物資源環境学部准教授	
** 公益社団法人　国際農林業協働協会　会長
*** 一般社団法人　海外農業開発　コンサルタ
ンツ協会　企画部長　**** NTC インターナシ
ョナル株式会社）
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調査報告

小林裕三 *、稲見廣政 **、田中麻理 ***

はじめに

タンザニア連邦共和国（以下「タンザニア」
とする）はわが国にとって古い友好国の１つ
である。タンザニアは 1964 年に独立したが、
1966 年以来、わが国は同国に対して経済協
力を実施してきており、中でも労働人口の４
分の３が従事する農業分野１）への協力は、
キリマンジャロにおける農業開発をはじめ、
同国に対する協力重点課題の１つとして連綿
と続けられてきた。

今年度公益社団法人国際農林業協働協会
（以下「JAICAF」とする）は、農林水産省
からの助成を得て、農業の機械化を通じて食
料事情の改善に寄与する方策を実証するとと
もに、高い経済成長を続けるアフリカでアグ
リビジネスを如何に促進するかを検討する調
査事業を実施している１。この度、同事業の
一環としてタンザニアを対象に、農業機械化
の現状や阻害要因を概観するとともに、農業
の機械化に関する政策や民間企業等販売戦略
の実態と動向を把握するための実態調査を実
施した。同調査事業の詳細は次号に譲るが、
本稿ではわが国の協力、とくに 30 年以上に

も及ぶ稲作協力の一環として導入された農業
機械がタンザニアの農家に与えたインパクト
と今後の展望について報告する。

なお、今次調査に参加したのは執筆者３名
であり、同報告内容は訪問した Dar es 
Salaam（ダルエスサラーム）、Moshi（モシ）、
Arusha（アルーシャ）、Morogoro（モロゴロ）、
Bagamoyo（バガモヨ）で見聞したものであ
る（図１）。

KOBAYASHI Yuzo, INAMI Hiromasa, TANAKA 
Mari : Current Status and Issues of Agricultural 
Mechanization in Tanzania.

１サブサハラ・アフリカにおけるアグリビジネス展
開・促進実証モデル事業（平成 25 年度）

タンザニアにおける農業機械化の現状と課題

図１　タンザニア調査ルートマップ
（○印が調査団立ち回り先）
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１．農業機械化の現状
１）耕うん作業形態

ほとんどの関係者が同様の見解を示した
が、耕うん等農作業の約 70% は人力により、
耕作地の規模にもよるが、一部の大・中規模
農場や農民組合、灌漑スキーム等を除くほと
んどの地域において人力農作業が主流となっ
ている。そして約 20% が畜力、約 10% が耕
うん機やトラクタ等機械によるもので、この
農業機械の普及率はタンザニアの全世帯で割
ると 0.1% 程度とのことであった。

農業・食料安全保障・組合省（以下「農業
省」とする）の農業機械化局によると、2006
年当時の耕うん作業機の内訳はタンザニア全
体で耕うん機が 281 台、トラクタは 7210 台、
役畜飼養頭数はウシが 130 万 7655 頭、ロバ
は８万 1959 頭とあった２）。その３年後の
2009 年、トラクタは 7998 台と微増にとどま
っていたが、耕うん機は 1024 台と 3.6 倍に
増えている。比較的価格が安いとはいえ、耕
うん機は明らかに増加傾向であり、その傾向
は 農 地 の 拡 大 に も 現 れ て い る（3536 万
ha/2006 年→ 3720 万 ha/2009 年）３）。ただし、
2009 年の役畜飼養頭数は 130 万 7655 頭とさ
れ、2006 年のウシ飼養頭数と全く同じであ
ることから、これら統計データの取扱は慎重
を要する。
２）耕作タイプ

前述した通り、タンザニアの約 20% が畜
力を耕うん作業に利用している。この畜力を
比較的多く利用している地域は Iringa（イリ
ンガ）、Rukwa（ルクワ）、Singida（シンギダ）、
Shinyanga（シニャンガ）、Mbeya（ムベヤ）で、
とくにシニャンガには牛耕を行うスクマの
人々（バントゥー系の農耕民）が暮らしてお
り、彼らの移動とともに技術が広がっている

のではなかろうかと推察される。
また、タンザニアの約 10% にあたる機械

耕作については、トラクタを比較的多く利用
している地域としてモロゴロ（全国の 15%）、
ア ル ー シ ャ（ 同 12%）、 モ シ を 含 む
Kilimanjaro（キリマンジャロ、同 11%）等が、
耕うん機を比較的多く利用している地域とし
てムベヤ（全国の 50%）をあげることがで
きる。ただし、これらの数字も出典は農業省
なので、注意する必要がある。
３）利用形態

大中規模農場ならともかく、一般にイニシ
ャルコストを持たない個人の小規模農家が所
有するのは稀であり、プロジェクトベースで
入ることはあっても組合による共同購入も少
ない。民間業者（ハイヤリング・サービス）、
あるいは個人所有者に依頼しての賃耕がほと
んどのケースといえる。実際に今次調査でモ
シを訪問し、独立行政法人国際協力機構（以
下「JICA」とする）が実施する技術協力プ
ロジェクト「コメ振興支援計画プロジェクト

（TANRICE-2）」専門家の協力を得て訪問し
たローアモシ灌漑スキームでは、政府がオー
クションに出したトラクタを個人で購入し、
稲作農家に頼まれて耕作する賃耕業者を見か
けることができた（写真１、２）。

また、KADP（キリマンジャロ農業開発プ
ロジェクト）の紹介でハイヤリング・サービ
ス業者の１つ”Agri-Services, LTD”から話
を伺うことができた。同社はローアモシだけ
でなく、Ndungu（ンドゥング）、Mombo（モ
ンボ）、ムベヤ、コースト州の海岸地域など
でも営業しており、作付け・収穫時期に合わ
せて所有する耕うん機、トラクタ、コンバイ
ンは営業地域を移動するので無駄なくサービ
スが提供できているようだ。スペアパーツも
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農機メーカー（主に中国）から直接購入する
のでストックも十分であるというが、農業機
械が十分維持管理できるものなのかが懸念さ
れる（写真３、４）。

なお、かつて政府が運営するハイヤリング・
サービスがモシにはあったが、サービスを行
うための準備が不十分でマネージメントがで
きておらず、スペアパーツも入手できなかっ
たことから廃止されたのだと、指摘する意見
が農業省関係者内から聞かれた。

４）農業機械メーカーおよびディーラー
今次調査では実に多くの中国製農業機械を

目にした。その他インド、日本（サイアム・
クボタを含む）、韓国、ブラジルなど多くの
メーカー製品が市場に出回っているが、大型
ト ラ ク タ に 関 し て は Massey Ferguson、
Ford、John Deereといった大手がいまだに席巻
しているようであった。アルーシャで見かけたディ
ーラー「Hughes Agriculture(T),LTD」では、
フィアットグループ傘下の農業機械・建設機械メ

写真１　‌�２年前に購入して他車よりギアーボッ
クスアッセンブリーを交換したトラク
タ（KUBOTA-M4030）のオーナー。

写真３　‌�年間に利用する期間が限られているコ
ンバインが野ざらしでは傷みも早い。

写真２　‌�Massey Ferguson-385 で均平作業中の
同業者。

写真４　‌�Dongfeng204（東風汽車 - 中国製）。
ほとんどの機械が中国製である。
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ーカーである CNH グローバルのブランド	
“New Holland”（トルコ製）を販売しており、
モロゴロの Dakawa（ダカワ）灌漑スキーム
を訪問した際に組合員で農業機械を所有し、
賃耕も行っているビジネスマンがクボタ製コ
ンバイン（KUBOTA-DC60）とともに所有
していた（写真５）。

なお、同氏が所有しているクボタ製コンバ
インの性能は非常にいいとしながらも、ゴム・
キャタピラーに運行後２週間で亀裂が生じる
という破損事故が発生したという。操作方法
だけでなく、圃場環境にも考慮しなければ適
正な機械の導入は難しいのではなかろうか

（写真６）。
また、農業機械を扱うディーラーは販売の
み行う店（Auto Sokoni 他）とオペレータ

研修・修理等アフターサービス付きの店
（Farm Equipment, Noble Moters 等）の２
種類に大別できる。前者は主に中国から農業
機械、同スペアパーツを仕入れて販売する業
態で、後者は日本の商社あるいは農業機械メ
ーカーと提携して販売後のサポート体制もと
られている（写真７）。

２．農業機械化の課題
農業省が 2006 年に発表した戦略文書２）よ

れば、タンザニアにおける農業機械化が抱え
る課題は次の９点に集約されている。

①�多くの小農は購買力が弱い→農業機械の個
人所有は少ない

②��低い生産者価格→機械購入の資金が無い
③�高い農業機械価格→農業機械の個人所有は

少ない

写真５　‌�アルーシャの Hughes Agriculture より
最近購入したトラクタ。

写真６　‌�ゴム・キャタピラーに破損が見られる
コンバイン。

写真７　‌�Noble Moters の耕うん機。エンジンは
三菱製で、ボティーを含め組み立ては
インド。
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④�農業金融の欠如→機械購入の資金が作れな
い

⑤�十分にトレーニングを受けたオペレータお
よび修理工の欠如→機械が長持ちしない

⑥�主要な農作業に適した機械パッケージの欠
如→タンザニアの農業環境に適さない

⑦�低品質の輸入農機具類→模倣機械、安かろ
う・悪かろう農機具の氾濫

⑧�脆弱な民間セクター→貧弱な農機販売後の
アフターサービス

⑨�全般的に貧弱な技術的知識→オペレータ・
修理工とも機械の基本がわかっていない

上記の課題は現在も解決されておらず、短
期的に解決できる課題でもない。とくに上記
①～④は資金的問題であり、⑤～⑨は技術的
問題である。一部には中古農機のマーケティ

ングに期待する声も聞こえたが、スペアパー
ツが入手できない問題は新車を購入した場合
と遜色ない課題であり、アルーシャで見かけ
た中古農機取扱業者も同様の問題を抱えて開
店休業の状態であった。

また、売れればいい、買えればいい、壊れ
たら買い換えればいいという安易な取引が横
行することによって新車で購入したにもかか
わらずほんの１、２年で、あるいは数週間で
故障し、稼働しなくなったという耕うん機の
話も聞いた。この「売る」と「買う」のアン
バランスは今に始まった話ではないが、機械
自体の素材、性能だけでなく修理が伴わない
ことも大きな問題といえる。

３．今後の展望
近年、タンザニアにおける食生活の変化（ウ

ガリ２＜コメ）は顕著であり、今後益々コメ
の消費量は増えると思われる。関係者からの
情報では、ここ 10 年でコメの収穫量は３倍

２トウモロコシの粉を湯で練り上げた現地の伝統食
品。

図２　コメとトウモロコシの収穫量および収穫面積（2001-2010）
出典：FAOSTAT ４）
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に増えたが、これは耕作面積の拡大によると
ころが大きい。参考までに 2001 ～ 2010 年の
コメとトウモロコシにおける収穫面積および
収穫量の推移を図２に示すが、コメは収穫面
積（2.8 倍）・収穫量（３倍）とも非常に伸び
ているが、トウモロコシは収穫面積の拡大

（3.6 倍）に比して収穫量は 1.7 倍と伸び悩ん
でいる。このことから稲作に関する機械化へ
の要求はさらに増すことが推察される。

かつて無償資金援助（２KR）によって日
本製トラクタがローアモシを中心に導入され
たが、当時から日本製トラクタは壊れにくく
て使いやすいとの評判があった。しかし、ス
ペアパーツが入手しづらいという問題点も指
摘されており、現在も日本メーカーの耕うん
機、トラクタの評価は高いが「安かろう、悪
かろう」といわれる中国製の３倍も高価なこ
とからほとんどのユーザー（農家、組合、賃
耕業者等）は中国製を選ぶのが実態である。

この現状を打開するには価格帯の見直しと

Back stop 体制（販売後のアフターケア）の
構築、さらには適切かつ安全な農機操作・保
守管理・修理に関するユーザー教育および環
境に適した機械の選定が重要と思われる（図
３）。

おわりに

今次調査において、政府関係機関からは機
械化に対する希望が強いことが窺えた。また、
Agricultural Inputs Trust Fund（農業投入
信託基金）など、長期ローンを提供する制度
も存在し、機械化に向けた準備が整いつつあ
るようにも感じられた。今後も農業省が中心
となって Tanzania Agricultural Bank（タン
ザニア農業銀行）の構築を進めるなど、積極
的に機械化に向けて前進していくことだろ
う。

一方で、灌漑スキームにおける農民組織の
ヒヤリングからは、それぞれ地元で数名農業
機械を所有している者がおり、彼らが代耕サ

図３　農業機械メーカーに求められる諸要件
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ービスを行うことで地域住民が機械化の恩恵
を受けている様子が確認できた。ローアモシ
灌漑スキームの農民代表の話では、ほとんど
すべての地域の農民が、機械によるロータリ
ー耕起と代掻のサービスを利用しており、タ
ンザニアの稲作にとって、農業機械がすでに
欠かせない存在となっていることが分かっ
た。

さらに今後も機械化を進めるためには、農
業機械のオペレーションやメンテナンスを行
う者に対する研修が必要である。農業省研修
局は、主に県職員を普及員として研修したり、
よりアカデミックな技術者を育てたりしてい
る傾向にある。また、同省農業機械化局は地
元のオペレータを招いて研修を行った実績が
あるが、予算獲得が困難で継続できていない。

それでもクボタをはじめとする日本の農業
機械メーカーへの信頼は厚く、人気も高い。
価格が高いこととスペアパーツが入手困難で
あることが問題として指摘され、故障した際
にスペアパーツの到着を待つよりも、安価な
中国製を購入して買い換えた方が手軽で良い
との声もあった。しかし、壊れにくく持続的
な使い方ができるような人材育成、故障した
際にすぐに修理できるサービス体制が整え
ば、修理の頻度が少なく耐久年数の長い日本

製農機に対して高いニーズがあると思量され
る。

最後に本事業への助成を頂いた農林水産省、
タンザニア調査の実施にあたり多大なご協力を頂
いた在タンザニア日本国大使館、JICA 農村開
発部ならびにタンザニア事務所、TANRICE-2、
タンザニア政府関係機関、そして民間の観点か
ら種 ご々指導、ご協力を賜った株式会社クボタ東
京本社に対し、厚くお礼申しあげます。

引用文献
１）‌�国別データブック、タンザニア、外務省

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/
shiryo/　kuni/12_databook/pdfs/05-28.
pdf, 2013/11/ ６アクセス．

２）‌�Tanzania Agricultural Mechanization 
Strategy (TAMS), Ministry of Agriculture, 
Food  Secur i ty  and  Coopera t i ves , 
September, 2006.

３）‌�Tanzania, Resources, Land, FAOSTAT, 
http://faostat.fao.org/2013/11/７アクセス．

４）‌�Tanzania, Production, crop, FAOSTAT, 
http://faostat.fao.org/2013/11/７アクセス．

（*JAICAF 業務グループ調査役　** 同技術
参与　*** 同業務グループ職員）	
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JAICAF ニュースaaaaaaaa

電通のエントランスで世界食料デーの展示を開催

はじめに

電通グループの企業理念「Good Innovation.」
には新たな価値の創造と変革を導くことを希求
し、企業、団体、社会、環境、生活者のイノ
ベーションを支えよう、という意志が込めら
れています。電通では、本業のコミュニケー
ション力、専門的スキルを生かし、NPO や団
体との協働を通じて、社会課題の解決に取り
くみ、地域社会や、地球規模に至るコミュニ
ティの発展に貢献する、社会貢献活動を行っ
ております。その一環として、10 月 15 日～
25 日、「NPO/NGO ×電通人　世界の食問題
に Good Innovation．」（主催：電通総務局社
会貢献・環境推進部）をグッドエントランス
企画（会社ロビーで行われる社内外のお客様
へのプレゼンテーション）として開催しまし
た。（写真１）10 月 16 日の世界食料デーをき
っかけに、電通で働く人々＝電通人と世界の
食問題に向き合う NPO/NGO、団体との出会
いの場を創り、参加される方それぞれが、世
界の食問題に触れる機会としました。食の不
均衡をなくすための仕組みやルールづくり、
技術提供など世界の食問題に向き合う活動は
様々。今回は JAICAF を含む、11 の NGO、
団体が参加、そこに電通人40人「を、むすび（が
出会い）」、計 26 枚のスタンドバナーを制作

しました。11 のチームが一番伝えたいこと、
一番表現したいビジュアルを一緒に考えまし
た。その中でも、JAICAF さんチームは電通
人との「を、むすび」が実現できた好事例で
した。チームを代表してコピーライターの歓
崎浩司からそのエピソードをご紹介します。

電通人× JAICAF「国際農業界にグッドイ
農ベーション！」

はじめて JAICAF の事務所でお話を伺っ
たとき、「似てるな」と思いました。

JAICAF は、途上国の農家の方々の多種多
様な課題に対して、途上国の農家の方々が実
現できる、実現し続けることができる「適正
技術」を提供することで、支援を行っていま
す。私たち電通も、企業や組織、社会や世の
中にある多種多様な課題に対して、「アイデ
アで解決する」という取り組みをしています。
電通は「広告会社」というカテゴリーだと思

写真１　‌�11 の NGO、団体のスタンドバナー「世
界食料デーエントランス企画」１

１ 開 催 の 模 様 は、https://www.facebook.com/
Dentsu.Social でご覧頂けます。

２実物を JAICAF 事務局でご覧いただけます。
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うのですが、私は「アイデア会社」だと思っ
ています。課題に対して、アイデアを提供す
ることで、社会に役立ちたい。そんな「思い」

「志」みたいな熱意が、「似てる」と感じたの
です。その熱意を、電通のエントランスを通
る社員にも伝えたい。そこで「アフガニスタ
ンのメロンが虫に食べられて大変です。電通
のみなさんならどう解決しますか？」という
大きな見出しで、JAICAF が行った「袋がけ」
のアイデアを紹介しました。（写真２）文字の
モチーフには「土（つち）」を使用しました。
これは JAICAF がその土地その土地に適した
技術を提供するために行っている地質調査の
お話からインスピレーションを受けてのこと
です。途上国の農家の方々に、ベストなアイ
デアを提供するためには、その土地の環境を
知ることがとても大切だと知ったからです。

さて、この「袋がけ」というアイデアの素
晴らしいところは、３つあります。

１つ目は、まさに「適正技術」であるこ
と。アフガニスタンの農家の方々にとって、
コストのかかる殺虫剤はベストなソリューシ
ョンではありませんし、ましてやそれらの英
語で書かれた使用注意事項を読むことができ
ません。「袋がけ」なら低コストで、繰り返

し使用できる持続性もあり、アフガニスタン
の農家の方々にとって、自分たちで実現でき
る、実現し続けることができる、ステキなア
イデア＝適正技術だと思いました。２つ目
は、グローバルで応用できるシンプルなアイ
デアであること。細かい説明がなくても、子
どもからお年寄りまで、また、アフガニスタ
ンだけではなく、同じような環境の途上国の
農家の方々にも提供できることが、このアイ
デアの良い点だと思いました。３つ目は、日
本の農業で伝統的に使われていた技術である
こと。日本の JAICAF ならではの課題に対
する着眼点の持ち方であると同時に、日本人
の、風土とともに生きてきた歴史が活かされ
ている点が興味深く思いました。これは「For 
○○○’s Smile」の実現と言えます。企業や
団体のみなさんの笑顔のために。社会や人々
の幸せのために。もっと具体的に、アフガニ
スタンの農家や、途上国に暮らす人たちの喜
びのために。そんなアイデアを、私たち電通
が日々向き合っている課題に対しても実現し
ていきたいと感じました。また、これからも
JAICAF と何か一緒に取り組むことができ
たらいいな、と考えています。

おわりに

バナー展示に合わせて行った、MEET 
CAFE や物販の利用、ネットワーキングパー
ティも含めて、のべ 400 名以上の方々から世
界の食問題への関心の声が寄せられました。

「出会い＝を、むすび」が、新しいネットワ
ークとなり、電通人がコミュニティ発展のた
めに寄与できる、新たな Good Innovation. の
場づくりを行っていきます。

（電通　総務局　社会貢献・環境推進部　
野村朗子）写真２　JAICAF チームのバナー２
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